
液体クロマトグラフ質量分析計一式の賃貸借に係る 

「仕様書に対する質問書」に対する回答  

No 資料名 
該当箇所 

質問内容 質問に対する回答 
頁 項 

１ 

 

 

入札公告 １ １ 発注の

内容 

契約不適合責任期間、原則１ヶ月間とありますが、こちらは販

売会社の責との認識でお間違いないでしょうか。 

入札公告「１ 発注の内容」に記載のとおり、契約不適

合責任期間は「原則１年間」です。（「原則１ヶ月間」で

はありません。） 

これは仕様書「保守・サポート体制」に定める保証期間

（第１年度）に対応するもので、納入検収完了日から１

年間、仕様不適合・性能低下・機械的故障（消耗品を除

く。）を無償で修理又は部品交換していただくものです。 

また、その責任は契約の相手方である受注者が負うもの

となります。実際の対応を製造者又はこれに準ずる者

（販売会社を含む。）が行うことは契約書（案）第６条

第１項ただし書により差し支えありませんが、同条第２

項第３号のとおり、発注者に対する責任は受注者が負う

ものとご認識ください。 

 

 

２ 入札公告 ８ 19 契約保

証金 

履行保証保険契約を締結する場合、保険付保開始日は賃貸借

開始日と契約締結日、どちらになりますでしょうか。 

契約締結日となります。 

契約書（案）第４条第１項のとおり、契約保証金は契約

の締結と同時に納付いただくものであり、同条第２項第

１号の履行保証保険契約の締結によりその納付を免除

する場合も同様です。また、同条第３項により、履行保

証保険契約の締結後、直ちに保険証券を発注者に寄託し

ていただく必要があります。 

なお、保険期間の終期その他の条件については、契約締

結前に協議させていただきます。 

 

 

 



３ 契約書 ５ 第８条 

機器の設置 

自然災害、半導体不足などによる社会的制約等で、止む無く納

期遅延が発生した場合、ペナルティ等なくリース開始日につ

いて協議頂くことは可能でしょうか。 

 

 

原則として、契約書（案）第８条第１項のとおり、借入

期間の開始日（令和８年 12 月１日）までに機器を設置

し、正常な状態で使用できるようにしたうえで、発注者

の検査を受けていただくことになります。 

ただし、同条第２項の規定のとおり期日までに設置し検

査に合格することができないことが明らかになったと

きは、遅滞なくその理由を付した書面により期限の延長

を求め、発注者の承認を得なければならないとしていま

す。 

また、同条第３項のとおり、遅滞料は延長の理由が受注

者の責めに帰するものである場合に限り生じるものと

しています。そのため、自然災害等の受注者の責めに帰

することができない事由による場合は、その理由を付し

た書面を提出いただくことで協議に応じます。 

 

 

 

 

４ 契約書 ５ 第９条 

機器の保守

等 

保守作業は当社での対応ができない為、機器メーカー及びサ

プライヤーでの対応を想定しております。機器の保守責任に

ついては、機器メーカー及びサプライヤーに責任があるとの

認識で宜しいでしょうか。 

 

機器の保守等を製造者又はこれに準ずる者に委任する

ことは、契約書（案）第６条第１項ただし書の規定によ

り差し支えありません。 

ただし、契約書（案）第９条のとおり、受注者は、機器

の保守等を自己の負担において行う義務を負うもので

あり、また、同第６条第２項第３号のとおり、受任者又

は下請負人の行為すべてについて責任を負うものとさ

れています。したがって、発注者に対する保守の履行責

任及び窓口は受注者が負うものとご認識ください。 

 

 

 

 

 



 

 

５ 契約書 ６ 第 12条 

機器の返還 

賃貸借期間満了後の撤去の際、物件は設置場所にて引揚げる

だけの状態（ケーブル等を外し、１箇所にまとめた状態）にし

ていただけますでしょうか。また、エレベーター、台車の使用

は可能でしょうか。 

契約書（案）第 12条のとおり、借入期間の満了時又は

契約の解除時における機器の引取りは受注者が行うも

のとし、これに要する費用はすべて受注者の負担となり

ます。したがって、ケーブル類の取外しを含む撤去作業

は、受注者において実施してください。ただし、接続し

た周辺機器及び付属物の切離しなどの軽易な作業の協

力は可能です。 

また、エレベーター及び台車の使用も可能です。 

なお、仕様書「設置・納入・操作研修」において搬入経

路の確保は受注者が行うこととしており、搬出時も同様

に、事前に現地を確認のうえ実施してください。 

 

６ その他   動産総合保険の補償範囲は、地震、噴火、などの天災による損

害は対象外とする一般的なものでよいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

仕様書及び契約書（案）において動産総合保険の補償範

囲を定めた規定はなく、地震、噴火又はこれらによる津

波を免責とする一般的な補償範囲のもので差し支えあ

りません。 

なお、機器の滅失又は損傷に係る発注者の負担について

は、契約書（案）第 21条に定めるところによります。 

 

７ その他   既存使用機器は買取、リースどちらで導入されましたでしょ

うか。また、何年間使用されましたでしょうか。 

既存の使用機器は、購入（買取）により導入したもので

す。 

平成 28年３月に導入し、現在まで約 10年間使用してい

ます。 

 


